






































1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 健康・医療

施策 医療・保険

2.＜施策を構成する主な事業＞ ※特別会計・企業会計の事業は各特別会計・企業会計決算書に掲載

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 住民部・国保医療課

関連課
目標像

必要な医療を誰もが安心して受けることができ、
皆保険制度のもと持続可能な国民健康保険制度の
維持運営が図られています。

取り組み

誰もが心も身体もより健康な状態で暮らせるよう、国や府と連携した医療費助成制度を
継続して実施するとともに、持続可能な国民健康保険制度の維持に努めます。

事業名 所管課
決算額
＜千円＞

人件費含む決算額
＜千円＞

決算書
ページ

数

1
国民健康保険事業特別会計
繰出金

住民部・国保
医療課

216,011 219,021 217,999 220,973 109

2

3

4

5

6

7

8

9

10

〇重要度において、重要である・まあ重要であるの回答は99%を超えており、医療・保険に対する重
要度は認知されている一方、満足度について、満足している・まあ満足しているは約69%と低く、特
定健診の受診率を上げ、医療費の伸びを抑制することで、保健事業の充実を図っていく。

13.8 55 23.1 8.1
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満足度 医療・保険  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

72 27.1

0.9
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  医療・保険  (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

府内平均

33.3 4

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)

目標 53.0 60.0 65.0 65.0 40.0 43.0 

実績 32.7 37.3 ※実績確定R6 ※実績確定R7

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値

他団体比較
団体名/実績/年度

算式・引用等

①
国保加入者の特定健診
受診率

% 65 70
特定健診･特定保健指
導法定結果報告

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

〇保険制度を持続可能な制度とするため、特定健診の受診率を参考指標とし、疾病予防や健康への
意識の向上を図っている。対象者へ受診券の送付を行う等周知を行っており、特定健診の認知度は
向上しているが、今後の更なる受診率向上への取組が課題である。
○特定健診の受診率について、府内平均と比べると上回っており、一定の周知は図れているが、今
後の更なる受診率向上への取組を行う必要がある。

〇特定健診について、令和６年度から相楽地域全体で受診料無料化を行う他、広報活動を通じて多
くの方に健診受診の重要性を認識してもらうことにより、受診率の向上を目指す。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 児童福祉

施策 子育て環境 健康福祉環境部・ほうその保育所

健康福祉環境部・こまだ保育所

健康福祉環境部・いけたに保育所

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課
健康福祉環境部・子育て
支援課

関連課
目標像

「こどもを守る町」宣言の理念が受け継がれ、子
どもたちが健やかに成長できる環境が整い、安心
して子育てができるまちとなっています。

取り組み

多様な保育ニーズに対応できるよう、保育所や放課後児童クラブでのきめ細かな保育
サービスの提供と「待機児童ゼロ」の堅持に努め、子どもたちが安全に健やかに成長で
きる保育環境づくりを進めます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 保育所運営委託事業
健康福祉環境
部・子育て支援
課

370,273 396,317 376,342 400,571 143

2 ほうその保育所運営費
健康福祉環境
部・ほうその保
育所

10,806 10,988 209,842 218,388 145

3 こまだ保育所運営費
健康福祉環境
部・こまだ保育
所

9,029 8,683 172,699 201,153 147

4 いけたに保育所運営費
健康福祉環境
部・いけたに保
育所

6,447 6,565 155,089 163,495 149

5 保育所児童措置費
健康福祉環境
部・子育て支援
課

600,026 610,809 603,664 615,948 143

6 保育所総務経費
健康福祉環境
部・子育て支援
課

40,995 45,773 45,042 52,679 143

7 保育所施設維持管理事業
健康福祉環境
部・子育て支援
課

17,700 118,605 21,763 125,067 151

8 放課後児童クラブ運営事業
健康福祉環境
部・子育て支援
課

147,103 151,613 152,182 159,264 151

9 児童遊園施設管理事業
健康福祉環境
部・子育て支援
課

3,817 5,225 7,245 8,091 141

10
都市機構立替施行償還事業
(保育所分)

健康福祉環境
部・子育て支援
課

10,948 10,955 12,951 11,891 151

○子育て環境について、ほとんどの住民が重要であると認識している中で、不満との回答が約21％
あることから、今後においても国の動向にも注目しながら保育環境の整備に努め、より良い保育
サービスの提供を行う必要がある。

19 59.6 15.5

5.9
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R6

満足度 子育て環境 (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

66.8 30.3

2.9
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  子育て環境  (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 100 100 100 100 100 100
実績 99.5 96.2 94.5 91.7
目標 100 100 100 100 100 100
実績 98.4 94.4 95.5 93.7
目標

実績

目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 保育所充足率 % 100 100 入所児童数/定員

②
放課後児童クラブ利用
充足率

% 100 100 利用人数/定員

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○少子化傾向にあるものの、相対的に共働き世帯が増加していることから、保育所への入所希望自
体は横ばいの状況にはあるが、保育士の確保が年々厳しくなっているなかで待機児童ゼロを堅持す
るため、継続して保育士の安定的な確保や民営委託の保育所、小規模保育施設との連携、また、保
育所の事業継続性確保のための長寿命化改修等を実施しながら引き続き保育環境を整える必要があ
る。
○放課後児童クラブについては、施設の増設やクラブの分割により大規模化の解消を推進し、適正
規模での運営を目指している。令和5年度に利用児童の増加により教室が狭小になった川西放課後児
童クラブの保育環境改善のため、保健センター二階へ川西放課後児童クラブ分室の開設を行った。
今後においても、引き続き小学校の空き教室を利用するなどの対策をとりながら、保育環境の改善
に努めていく必要がある。

○令和６年度が｢精華町第2期子ども･子育て支援事業計画｣の最終年度であることから、各種事業の
進捗状況等を把握し、現行計画の総括・評価を行なった上で、次期計画｢精華町第3期子ども･子育て
支援事業計画｣の策定を進める。○保育所における保育環境の改善と、保育の質の確保及び向上と保
護者への支援等を図るため、保育施設の計画的な維持管理及び設備等更新と保育士の資質向上に向
けた研修などを積極的に推進する。また、継続して小規模保育の活用と保育士確保に努めながら待
機児童ゼロを堅持していく。○在宅親子や地域の住民に対し、保育所での子育て支援や地域交流の
促進を図る。○放課後児童クラブの適正規模かつ安全な運営のため、小学校と連携し空き教室等の
利用を図るとともに、支援員の確保や資質向上に向けた研修を推進する。○保育所の入所･利用調整
については、令和５年度に改善を図った優先度判定基準に基づき、透明かつ公平な運用を図り、入
所･利用調整を行う。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 児童福祉

施策 子育て支援 健康福祉環境部・こまだ保育所

健康福祉環境部・ほうその保育所

健康福祉環境部・いけたに保育所

住民部・国保医療課

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課
健康福祉環境部・子育て
支援課

関連課
目標像

地域力を活かし、地域ぐるみで子どもを見守り、
子育て家庭を支えるまちとなっています。

取り組み

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない子育て支援を行うための体制づくりや施設の
整備を進めます。また、社会的な支援の必要性が高い子どもやその家族に対し、個々の
事情・状況に応じた適正かつ継続的な支援を行い、地域の子育て支援者の育成と協力・
連携のもと、地域ぐるみの子育て支援や交流活動を進めます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 子育て支援事業
健康福祉環境
部・子育て支援
課

14,956 15,827 18,185 21,747 133

2 子育て支援特別保育事業
健康福祉環境
部・子育て支援
課

10,268 10,208 13,489 14,681 133

3
子育て支援センター運営事
業

健康福祉環境
部・こまだ保育
所

3,481 3,467 14,945 23,258 135

4 児童手当給付事業
健康福祉環境
部・子育て支援
課

513,091 478,319 516,519 482,573 139

5 児童虐待防止対策事業
健康福祉環境
部・子育て支援
課

10,133 13,015 21,505 21,006 135

6
児童扶養手当・特別児童扶
養手当

健康福祉環境
部・子育て支援
課

82 114 3,720 4,719 139

7
こまだサポートセンター運
営事業

健康福祉環境
部・こまだ保育
所

200 175 13,582 13,598 137

8
ほうそのサポートセンター
運営事業

健康福祉環境
部・ほうその保
育所

200 175 18,682 18,459 137

9
いけたにサポートセンター
運営事業

健康福祉環境
部・いけたに保
育所

418 393 11,289 8,964 137

10 子どもの医療費助成事業
住民部・国保
医療課

125,842 152,830 134,512 161,560 139

○子育て支援について、ほとんどの住民が重要であると認識している中で、子育て支援についての
満足度では「やや不満」・「不満」との回答が合わせて約26％あり、今後においても子育て支援施
策の満足度向上に向けた取り組みを引き続き進めていく。

15.1 59.1 18.6 7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度 子育て支援 (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

65.9 30.6

3.5
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  子育て支援  (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500 7,500 
実績 3,659 4,813 4,575 5,810 
目標 500 500 500 500 500 500 
実績 335 484 681 489 
目標

実績

目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
子育て支援施設利用者
数

名 7,500 8,000 子育て支援課調べ

②
子育て支援特別保育事業
利用件数

件 500 550
ファミサポ･病児病後児･
短期支援事業　延べ件数

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○これまで新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、令和2年度以降、事業の中止または規
模を縮小するなどして実施してきたが、令和5年度については一定落ち着きを取り戻したことから、
大幅に利用者数が増加した。子育て支援関連事業の利用ニーズは高いため、今後も引き続き利用促
進を図る必要がある。
○子育て支援特別保育事業は、子育て世帯での利用ニーズが高く、令和4年度には、子育て短期支援
事業の委託先施設を1施設から4施設に増やし、需要に対応できるようにしたことで、利用ニーズに
対応することができた。ファミリー・サポート・センター事業の援助会員育成においても子育て世
帯の利用ニーズの増加に対応できるよう、継続して援助会員を養成していく必要がある。

○｢精華町第2期子ども･子育て支援事業計画｣が計画最終年度のため、各種事業の進捗状況の総括・
評価をしながら、事業を計画的に進め、次期計画策定を行う。○子育て世代がより安心して子育て
ができる環境づくりを引き続き推進する。○親支援プログラム等を実施し、育児支援や児童虐待の
未然防止への取組を今後も進める。○各保育所での子育て支援サポート事業や一時預かり事業、
ファミリー･サポート･センター事業等の利用者の増加に向けて事業の適宜整備を図る。○市町村に
おいて、妊娠期からの包括的相談や支援が求められる中で、母子保健と児童福祉の一体的な支援が
必要である。○医療費助成は、子育て世帯への経済的支援の一環として、継続して行う必要があ
る。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 高齢・障害・地域福祉

施策 高齢福祉 住民部・国保医療課

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課
健康福祉環境部・高齢福
祉課

関連課
目標像

尊厳を保ちながら、安心して心豊かに高齢期を過
ごすことができるまちになっています。

取り組み

「自助」「互助」「共助」「公助」をバランスよく推進することで、住まい・医療・介
護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を進めます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 老人ホーム等入所措置費
健康福祉環境
部・高齢福祉課

5,235 5,454 6,829 6,973 125

2 敬老事業
健康福祉環境
部・高齢福祉課

4,517 3,011 8,775 7,131 125

3 老人クラブ助成事業
健康福祉環境
部・高齢福祉課

2,143 2,382 7,681 12,086 125

4 高齢者居宅生活支援事業
健康福祉環境
部・高齢福祉課

6,027 6,630 9,185 9,905 127

5
シルバー人材センター運営
支援事業

健康福祉環境
部・高齢福祉課

6,320 6,320 9,100 9,761 127

6
介護保険事業特別会計繰出
金

健康福祉環境
部・高齢福祉課

414,518 423,339 418,156 426,339 127

7
高齢者福祉施設整備支援事
業

健康福祉環境
部・高齢福祉課

308 82 1,973 2,130 127

8 高齢者の医療費助成事業
住民部・国保
医療課

10,626 11,370 14,693 15,506 125

9
高齢者の保健事業と介護予
防の一体的実施事業

健康福祉環境
部・高齢福祉課

7,154 7,608 16,108 18,541 127

10

○高齢福祉に関して、住民の9割以上が概ね重要と捉えていることは、住民にとっても高齢福祉に対
する期待度が高いことの現れだと受け止めている。一方で、満足度については、満足傾向が約70％
に対して、不満傾向が約30％となっている。一定の評価と捉えるとともに、高齢福祉の取り組みを
広く周知することと、その成果を住民がより享受できるような施策を推進する必要がある。

9.8 61.1 22.1 7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度　高齢福祉 (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

62.7 32.1 5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度　高齢福祉 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

木津川市

25.3 5

木津川市

17.7 5

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 26 27 26.2
実績 26.7
目標 17 17 17.7 18.2 18.1 18.6
実績 16.8 16.8 16.9 17.6
目標 3.5 3.5 3.5
実績 3.5
目標 1525 1585 1645
実績 1148
目標 1100 1400 1700
実績 746

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 高齢化率 % 28 31 65歳以上人口/人口

② 要介護(支援)認定者率 % 19.9 21.7
1号被保険者要介護(支援)
認定者数/１号被保険者数

③
前期高齢者の要介護(支
援)認定者率

% 3.4 3.3
前期高齢者要介護(支援)
認定者数/1号被保険者数
(前期高齢者)

④
住民主導の「通い場」
の実参加者数

名 1,774 2,024 高齢福祉課調べ

⑤
介護保険制度啓発パン
フレット配布数

冊 2,263 2,513 高齢福祉課調べ

①

②

③

④

⑤

○令和5年度末現在、本町の高齢化率(65歳以上)は、26.7%となり高齢化が進んでいる。　○本町の
認定率は、府･全国と比較すると17.6%(府:22.9％、全国:19.3％)と低い状況ではあるが、ここ数年
微増している。認定者の内訳は、約9割が後期高齢者となっている。令和4年度から、74歳以下の高
齢者数よりも75歳以上の後期高齢者数が多くなり、今後さらに75歳以上の方が多くなると推計され
る。2025年に団塊の世代が後期高齢者となることを見据え、高齢者の社会参加促進や介護予防等に
取り組む必要がある。〇介護予防事業の実施により、前期高齢者の認定率の上昇を抑制している。
介護予防事業の継続が必要である。○住民主導の「通いの場」は、町内に32か所あり、令和5年度中
に1か所新たに立ち上げ支援を行った。高齢化により今後、生活支援等の地域での支え合いの体制づ
くりを進めていく必要がある。〇窓口や地域包括支援センターに相談に来られた高齢者に対し、介
護保険制度啓発パンフレットを活用し、介護が必要になったときにも安心して在宅生活が続けられ
るよう、地域資源も含めたサービス利用について、説明することで理解につながった。

〇介護給付と各種福祉サービスの向上を図る必要性があるが、今後増え続ける高齢者に必要なサー
ビスやその担い手の確保が課題である。○今後、地域の人材や資源を活かし｢互助｣の仕組みづくり
のため、地域福祉団体相互のネットワークの強化と介護･医療･保健等の連携及び多職種連携の強化
を図り、｢地域包括ケアシステムの構築｣を目指していく必要がある。○健康寿命の延伸のため、せ
いか365活動や介護予防事業と保健事業を連携し一体的に実施することにより、一層介護予防に資す
る事業展開を図っていく。
〇高齢者への医療費助成は、経済的負担を軽減し、早期治療や健康保持によって、将来の医療費抑
制へつなげることにより、持続可能な事業としていく必要がある。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 高齢・障害・地域福祉

施策 障害福祉 住民部・国保医療課

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課
健康福祉環境部・社会福
祉課

関連課
目標像

自己決定と自己選択が尊重され、障害の有無に関
わらず、すべての人が自分らしく生活し輝けるま
ちになっています。

取り組み

地域自立支援協議会を中心として、本人の意思に対応した相談支援や地域生活支援、就
労支援などのサービス基盤の整備を図ります。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 自立支援給付事業
健康福祉環境
部・社会福祉課

1,063,534 1,156,093 1,068,788 1,162,118 113

2 地域生活支援事業
健康福祉環境
部・社会福祉課

55,711 63,028 60,965 69,053 115

3 障害者在宅生活推進事業
健康福祉環境
部・社会福祉課

44,311 62,499 49,565 68,524 113

4 障害者の医療費助成事業
住民部・国保医
療課

76,995 80,682 83,773 87,516 109

5
障害者基本計画・障害福祉
計画事業

健康福祉環境
部・社会福祉課

1,759 2,409 7,013 10,221 117

6

7

8

9

10

○本施策は、障害の有無に関わらずすべての人が自分らしく暮らせるまちづくりを推進するために
重要な位置づけにあり、住民の重要度も高いものとなっている。一方、満足度は、約80％が満足傾
向にあり、不満傾向は約20％を占めている。引き続き、相談窓口の周知を強化する等、障害者自身
が安心して生活できる体制整備と地域共生社会の考えのもと地域社会全体で包括的に支えあう施策
展開を更に図る必要がある。

9.6 70.3 15.5

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  障害福祉  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

56.1 40 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  障害福祉 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

木津川市

5,558 5

木津川市

9 5

木津川市

22.8 5

木津川市

63 5

木津川市

6.9 5

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 3000 3000 3000
実績 2805
目標 7 7 7 7 7 7
実績 3 3 5 5
目標 25 25 25 25 25 25
実績 20.4 22.1 23.3 24.8
目標 60 60 60 50 50 50
実績 40.4 44.8 40.1 47.7
目標 10 10 10
実績 9.7

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 相談支援件数 件 3,000 3,300
相楽地域障害者生活支援センター
(相談支援)及び相談支援事業所
Equal(地域拠点)相談件数報告

② 障害者の一般就労者数 名 7 7
障害福祉事業者及び
利用者からの報告

③
障害者の自立支援制度
利用率

% 25 27
障害福祉サービス、補装
具、自立支援医療受給者
数/障害手帳所持者数

④
障害児者の短期入所利
用率

% 50 60
利用実人数/支給決定
人数

⑤
障害児の保育所等訪問
支援事業の支給決定率

% 10 12
該当サービス支給決定人
数/児童通所支給決定人数

①

②

③

④

⑤

○地域の障害児者やその家族から、サービスや生活、健康、教育、就労等様々な相談があり、件数
も年々増加が見込まれており、ニーズに対応できるよう相談体制の強化が必要である。
○施設通所者からの一般就労が5名となっており、現在も一般就労を目標とした利用者がおられるこ
とから、今後も一定数が見込まれる。○障害者手帳所持者数が増加する中、自立支援制度の利用率
も年々増加しておりサービスを必要とする人が適切に手続きできていることが確認できる。
○短期入所の利用は、前年度と比較し増加しており、利用につながっていることが確認できる。
○就園、就学先と療育機関が連携を図り、対象児童の発達を促す保育所等訪問支援事業の機会を増
やすことで支援の質の向上を図る必要がある。

○障害のある人が地域で暮らし続けるために、京都府や近隣市町村と連携し、サービス提供事業所
や相談機関等の社会資源の確保に努める。また、計画相談支援や障害児相談支援を通し個々のニー
ズを的確に把握し、日中活動や外出支援など必要なサービスの支給に努める。
〇親や家族亡き後も安心して地域で生活できるための体制を維持する。
○既存の相談支援機能や、山城南圏域に設置を目指す児童発達支援センターなど、新たな相談機能
を含め、増加が見込まれる相談内容に対応できる体制整備を進める。
○障害者手帳所持者に対して、医療費助成を通した経済的支援に努める。
○障害の有無に関わらずすべての人が自分らしい生活を送れるよう共生社会の実現を目指し、合理
的配慮についての普及啓発に努める。
○精華町第3次障害者基本計画、第7期障害福祉計画及び第3期障害児福祉計画の進捗状況を把握し、
町地域障害者自立支援協議会において確認を行う。　
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1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 高齢・障害・地域福祉

施策 地域福祉

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課
健康福祉環境部・社会福
祉課

関連課
目標像

誰もが主役となって、支え合いの「きずな」でつ
ながっている地域共生社会のまちになっていま
す。

取り組み

地域福祉を担う多様な主体の交流・連携を促進し、ボランティアなどの諸活動を支援す
る体制の構築を図ります。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 社会福祉推進事業
健康福祉環境
部・社会福祉課

20,372 8,416 25,544 14,347 111

2 民生委員・児童委員活動費
健康福祉環境
部・社会福祉課

6,631 6,380 11,803 12,805 111

3
福祉人材担い手育成支援事
業

健康福祉環境
部・社会福祉課

824 739 5,914 5,870 111

4 地域福祉計画事業
健康福祉環境
部・社会福祉課

1,686 3,926 6,940 11,738 113

5
地域福祉センター施設運営
事業

健康福祉環境
部・社会福祉課

33,660 38,290 38,769 44,405 129

6 地域共生社会づくり事業
健康福祉環境
部・社会福祉課

20,400 20,659 25,673 26,594 117

7
地域福祉センター長寿命化
事業

健康福祉環境
部・社会福祉課

2,669 42,594 7,759 48,709 131

8 就労サポート推進事業
健康福祉環境
部・社会福祉課

264 215 5,537 6,150 123

9
物価高騰対策支援給付金事
業

健康福祉環境
部・社会福祉課

0 83,615 0 88,746 91

10
低所得世帯支援臨時給付金
事業

健康福祉環境
部・社会福祉課

0 232,450 0 236,777 91

○本施策は、住民の97.1％が概ね重要としており、地域でつながりをもち支え合いの基盤が構築さ
れ安心して地域で生活ができることを望んでおられることが伺える。一方で、満足度は80％が概ね
満足としており、約20％が不満傾向にあります。地域福祉の課題であるつながりの強化、担い手確
保、ボランティアの活動支援等の取り組み強化が必要である。

8.5 71 15.5 5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  地域福祉  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

51.7 45.4

2.9
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  地域福祉 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

木津川市

1,215 5 

木津川市

105 5 

木津川市

13,994 5 

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 640 640 640 580 580 580 
実績 586 552 446 448 
目標 78 78 78 80 80 80 
実績 78 78 78 77 
目標 48,500 48,500 48,500 35,000 35,000 35,000 
実績 20,246 27,546 27,126 28,336 
目標 70 70 70 
実績 64.7 
目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 福祉ボランティア数 名 580 600
社協ボランティア登
録数

②
福祉ボランティア団体
数

団体 80 83
社協登録ボランティア団
体数＋小地域福祉委員会
数

③
地域福祉センター利用
者数

名 35,000 40,000
かしのき苑利用人
数・件数実績

④
避難行動要支援者名簿
の登録率

％ 70 80
登録者（意思確認済
の者）/対象者

⑤

①

②

③

④

⑤

○近年、福祉ボランティア数は、減少傾向、団体数は横ばい状況にある。コロナ禍に休止していた
活動も再開している。また、福祉関係ボランティアの年齢や活動範囲を見ると、人材の高齢化が進
んでおり、居住地を拠点(集会所等)として活動しているケースが多くなっている。福祉ボランティ
アの活動内容を見ると、組織的な位置づけで動くというより、小地域ごと(サロン等)のグループ単
位で活動しているケースが多くなっている。既存のボランティア団体の実情としては、高齢化に伴
う次世代の人材育成等が大きな課題となっている。また、地域活動や相談支援の中には、複雑化・
複合化した課題もあることから、重層的支援体制整備事業を展開していく必要がある。
○地域福祉センターの利用者数は、コロナ禍以後、徐々に増加傾向にあり各種イベントも再開する
ことができた。コロナ禍前の利用者数を目標に施設を利用が進むよう運営を行う。
〇災害時の迅速な避難支援のため、要支援者の名簿への登録率向上と避難支援等を円滑に行うため
に、避難支援等関係者への情報提供、個別避難計画の作成に取り組んでいく必要がある。R5:避難行
動要支援者対象者898人、意思確認済の者581人

○担い手確保や活動支援のため、福祉ボランティアの人材育成に向けた講座等を引き続き開催す
る。また、発掘人材による居場所や見守り活動等の新たな福祉活動の立ち上げ支援や既存団体への
加入促進に取組む。
○長寿命化計画に基づき、地域福祉センターの改修を行い、多様な世代が活用する地域福祉の拠点
として施設の運営に努める。
○「重層的支援体制整備事業」として、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括
的な支援体制の構築を推進するため属性を問わない相談や社会参加、地域づくりに向けた支援を一
体的に推進する。そのために、様々な課題解決に向けて高齢、障害、児童などの関連部署と連携
し、情報交換等を行う重層的支援体制整備事業支援会議を実施する。
○避難行動要支援者名簿の登録率を向上させるため、周知啓発や個別通知等による登録勧奨を行
う。また、避難支援等関係者との情報共有や支援関係機関と連携した個別避難計画の策定に計画的
に取り組む。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 防災・防犯・交通安全

施策 浸水対策 事業部・建設課

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課
上下水道部・上下水道課
／経理営業課

関連課
目標像 水害に強いまちになっています。

取り組み

浸水被害の低減を図るため、雨水路整備による排水能力向上と、雨水排水ポンプの増強
など施設整備を進めます。また、中小河川や水路の適切な維持管理を行い、排水機能の
確保を図ります。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 河川総務事務費
事業部・建設
課

258 137 1,458 1,493 191

2 河川維持管理事業
事業部・建設
課

39,867 41,509 45,278 48,296 191

3
公共下水道事業特別会計雨
水負担金（建設課）

事業部・建設
課

34,930 38,616 39,768 45,103 197

4
公共下水道事業特別会計雨水負担金
（上下水道課/経理営業課）

上下水道部・上
下水道課／経理
営業課

87,876 99,255 87,876 99,255 197

5 排水路整備事業
事業部・建設
課

24,550 28,760 28,162 33,639 191

6

7

8

9

10

〇本施策を住民の9割以上が概ね重要と捉えていることは、住民にとっても減災対策に対する期待度
が高いことの現れだと受け止めている。満足度については、満足傾向が約78％に対して、不満傾向
が約22％となっているため、さらなる浸水被害の低減に向けて事業に取り組んでいく。
〇降雨などによる浸水被害の軽減を図るため、河川や雨水路の除草、堆積土の浚渫作業を実施する
ことにより排水機能の確保を行い、浸水被害の未然防止に努める。

14.6 63.5 17.3

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  浸水対策  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

62 32.8 5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  浸水対策 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 53.1 54.5 55.8
実績 53.1
目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 雨水路整備率 % 58.4 59.9
整備済延長/全体計画
延長

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○早期の浸水解消を図るため、令和元年度より５か年で雨水排水のネック区間であるJR片町線及び
町道菱田植田線（旧府道八幡木津線）横断部を西日本旅客鉄道（㈱）に委託した雨水路工事の完成
に伴い、整備率が向上したことで、浸水被害の低減を図れた。
〇一方で雨水路整備延長が長く、また、多額の事業費を要することから、市街地整備の進捗状況を
踏まえ各雨水路において計画的かつ効率的な整備を図るかが課題である。

○「安全・安心なまちづくり」の観点から、引き続き雨水排水能力の向上を図るため、計画的かつ
効果的な雨水路の整備を推進し、浸水被害の低減を図るとともに、集中豪雨などに備え雨水排水路
施設を良好な状態に維持することで、排水能力の確保を行い、浸水被害の未然防止に努める。特に
堀池川雨水路事業及び下狛ポンプ場ポンプ増設事業に取り組み、水害に強いまちづくりを図る。
○降雨時の河川等の通水状況を確認するとともに、計画的かつ効果的な浚渫作業を推進し、下流部
の浸水被害の未然防止に努める。ポンプ場の安定稼働と延命を図るため、計画的な機器の更新に取
り組む。また、精華町クリーンパートナー制度を通じて、住民との協動による河川の維持管理体制
を充実し、施設の適切な維持管理に努める。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 防災・防犯・交通安全

施策 地域防災・消防 消防本部・署

健康福祉環境部・社会福祉課

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 総務部・危機管理室

関連課
目標像

消防団及び自主防災組織相互の連携により、地域
防災力が向上し、災害に強いまちになっていま
す。

取り組み

木津川決壊などの災害に備え、「地域防災計画」及び「国土強靭化計画」を推進し、防
災・福祉の連携を図り、避難行動計画等を策定するとともに、小学校区単位での連携組
織の形成を促進し、地域防災力の向上を図ります。併せて、有事の際に迅速な出動と適
切な消防活動を行うため、常備消防体制の強化を図ります。

事業名 所管課
決算額
＜千円＞

人件費含む決算額
＜千円＞

決算書
ページ

数

1 防火防災組織助成事業
総務部・危機
管理室

221 1,641 13,466 6,895 209

2 災害対策関係経費
総務部・危機
管理室

15,876 15,350 23,239 20,606 215

3 緊急備蓄物資整備事業
総務部・危機
管理室

1,884 1,798 6,382 7,054 217

4 防災訓練事業
総務部・危機
管理室

1,791 1,698 7,977 6,628 217

5
高齢者等指定地区避難所整
備モデル事業

総務部・危機
管理室

14,483 19,034 18,675 23,964 217

6
高齢者等指定地区避難所整
備モデル事業(繰越)

総務部・危機
管理室

5,000 19,272 8,223 24,202 217

7 消防救助活動事業
消防本部・消
防本部・署

3,716 4,811 34,948 24,102 203

8 救急活動事業
消防本部・消
防本部・署

6,275 5,709 38,325 38,343 205

9 消防団運営事業
消防本部・消
防本部・署

27,113 26,387 41,077 40,631 209

10 消防車両更新事業
消防本部・消
防本部・署

4,548 37,170 13,705 50,915 211

○防災については、98.5％の住民が「重要である」「まあ重要である」と認識している。それに対
して、満足度については「満足している」「まあ満足している」が83.0％であり、重要度との乖離
がある。避難行動計画の策定の推進と併せて、地域の防災力の向上を目指していく必要がある。

14.9 68.1 12.2

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  地域防災・消防 (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

69.4 29.1

1.5
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度 地域防災 ・消防(SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

木津川市

79.25 5

木津川市

78.4 5

木津川市

5,476 5

木津川市

46,500 5

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)

目標 100 100 100 100 95 95 

実績 90.70 87.90 88.61 85.05 

目標 350 350 350 

実績 512 

目標 97.8 97.8 100 

実績 92.8 

目標 0 200 200 200 150 150 

実績 0 24 45 100 

目標 25,000 25,000 25,000 

実績 25,000 

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値

他団体比較
団体名/実績/年度

算式・引用等

①
消防団定員数比率(条例
定数)

% 95 100 消防団員数/定員数

②
普通救命講習会年間受
講者数

名 350 430 消防本部調べ

③ 自主防災組織結成率 % 90 100
自主防災組織世帯数/
全世帯数

④ 防災訓練参加者数 名 150 200 危機管理室調べ

⑤ 非常用食糧等備蓄量 食 26,000 27,000 危機管理室調べ

①

②

③

④

⑤

○消防団の充足率については、新たに入団する新入団員数より退団する消防団員数が上回っている
ことから充足率が減少傾向にあり、いかに退団者を減らすかが課題である。
○普通救命講習会年間受講者数について、応急手当やＡＥＤの普及啓発活動等により、住民、企
業、学校等の施設の受講者数が増え、目標を達成することができたが、普通救命講習会の開催にあ
たり、受講時間数の分散や受講者の負担を軽減するなどの取り組みが必要である。
〇自主防災組織は、立ち上げ支援を行い、結成率は向上したものの、さらなる向上の余地はある。
〇防災訓練は、新型コロナウイルス感染症が５類に引き下げになったことを受けて、規模を徐々に
従前の状態に戻しながら実施しており、それに伴って、参加人数も目標値に近づいている。
〇非常用食糧等備蓄については、計画的にローリングストックを行った。

○消防団の退団者を減らす取組みに重点を置くとともに、自主防災組織との連携については、消防
団が中心となり自主防災組織との訓練等を通してそれぞれの役割を確認し、地域防災力の強化を
図っていく。
〇受講者の負担軽減の取り組みとして普通救命講習会の定期開催を実施するなど受講者の負担軽減
に務める。
〇自主防災会の未発足地区への立ち上げ支援を継続して行っていく。
〇防災訓練については、従前の規模での開催に加え、要配慮者等の避難行動を見据えた訓練内容に
ついても検討していく。
〇食糧備蓄については、災害時の物資供給に関する応援協定を踏まえ、物資の優先順位を検討し、
整備に努める。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 安全・安心で健やかな暮らしのまちづくり

基本計画 防災・防犯・交通安全

施策 交通安全・防犯 総務部・危機管理室

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 総務部・自治振興課

関連課
目標像

交通事故や犯罪がなくなり、誰もが安心して暮ら
せるまちになっています。

取り組み

交通安全施設の適切な設置や維持管理を図るとともに、住民の交通安全意識を高めま
す。また、住民主体の防犯ボランティア活動の支援や、警察と連携した情報発信を行う
など、防犯の取り組みを進めます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 交通安全対策費事務経費
総務部・自治
振興課

19,853 18,366 23,978 23,010 77

2 交通安全施設整備事業
総務部・自治
振興課

2,086 772 6,211 5,497 77

3
交通安全施設整備事業(繰
越)

総務部・自治
振興課

0 1,766 0 6,491 79

4 地域防犯対策推進事業
総務部・危機
管理室

748 997 6,321 6,253 79

5

6

7

8

9

10

○交通安全・防犯に関しては、重要度比率が98.7％と非常に高い一方、満足度比率は72.9％であり
数値に乖離があり、重要施策としてより効果的な施策の推進が必要である。
○本町の全般的な交通安全・防犯については、一定程度満足度は高いが、他者のスピード違反や交
通事故などを目撃した場合には満足度が低下するものと思われ、継続的な運転マナー向上など交通
安全意識向上に努める必要がある。

13.7 59.2 20.3 6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度　交通安全・防犯  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

72.7 26

1.3
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度　交通安全・防犯 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

木津川市

89 5

木津署管内

293 5

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 0 0 0 0 35 33
実績 31 31 25 37
目標 100 100 100 100 90 85
実績 71 84 83 91
目標 150 150 150 150 150 150
実績 0 0 0 8
目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 交通事故発生件数 件 25 20 京都府警察本部調べ

② 犯罪発生件数 件 75 70 京都府警察本部調べ

③
交通安全運動等参加者
数

名 160 170 自治振興課調べ

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○交通事故発生件数及び犯罪発生件数については、コロナ禍における社会的な行動制限の影響によ
り減少していたが、令和5年中の新型コロナウイルス感染症の5類移行に伴う行動制限の緩和によ
り、いずれも増加している。
○交通安全運動については、コロナ禍において対面による啓発活動を休止していたが、令和5年秋か
ら啓発活動を再開し、参加者や団体の負担が少なく、かつ、広域で効率的に取り組めるような形態
での実施を検討し進めているところであり、今後も継続して活動を広げていく必要がある。

○高齢者が関係する交通事故防止に向けた啓発と併せて、高齢者運転免許証自主返納支援事業の推
進に努める。
○自転車事故防止に向けた啓発（啓発看板設置、広報誌掲載等）の継続実施に努める。
○自治会等と協力して啓発活動に取り組むとともに、交通安全灯やカーブミラーについては、維持
管理に経費が必要となることから、新設については自治会等と協議・調整を行った上で効果的な設
置に努める。
○精華町安全・安心まちづくりに関する協定に基づき、木津警察署との連携を更に強固にするとと
もに、地域防犯力の向上を目指し、木津防犯推進委員協議会各支部の防犯活動に対し支援してい
く。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 学校教育

施策 教育振興 教育支援室、教育部・生涯学習課

精北小学校、川西小学校、山田荘小学校

東光小学校、精華台小学校、精華中学校

精華南中学校、精華西中学校

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 教育部・学校教育課

関連課
目標像

多様な他者との関わりを通じて学びあい、ＩＣＴや先端技術
を効果的に活用した教育が推進され、子どもたちの主体性と
創造性、豊かな人間性が育まれています。

取り組み

社会の変化を前向きにとらえて主体的に生き抜く創造性あふれる心豊かな子どもたちを
育むため、学研都市の資源を活かした創意ある教育活動を展開し、子どもたちに魅力あ
る学校教育を推進します。また、家庭や地域にとって開かれた学校づくりを進め、地域
と学校が一体となって、子どもたちを守り育てる教育に取り組みます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 学級支援員配置事業
教育部・学校
教育課

28,392 32,462 29,751 34,669 221

2 いじめ等対策事業
教育部・学校
教育課

5,208 4,726 5,750 5,326 223

3 小学校教育振興関係経費
教育部・学校
教育課

23,381 24,914 28,011 27,925 229

4 中学校教育振興関係経費
教育部・学校
教育課

30,529 31,144 35,159 34,155 239

5
要・準要保護児童就学援助
事業

教育部・学校
教育課

20,270 19,180 22,447 20,583 233

6
要・準要保護生徒就学援助
事業

教育部・学校
教育課

10,489 16,052 12,666 17,455 241

7 幼児教育・保育無償化事業
教育部・学校
教育課

103,932 98,134 106,926 101,145 245

8 教育委員会運営費
教育部・学校
教育課

976 1,232 5,876 4,692 219

9 事務局一般事務経費
教育部・学校
教育課

45,224 58,547 51,760 62,810 219

10

○令和6年度の｢満足している｣、｢まあ満足している｣の回答は82.1%であり高水準と言える。｢重要で
ある｣、｢まあ重要である｣の回答は97.4%と更に高く、教育振興施策に対する住民ニーズの高さがう
かがえる。魅力ある学校教育の推進に努めたい。

10.9 71.2 14.9 3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  教育振興  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

58.3 39.1

2.6
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  教育振興 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

全国平均

60.4 5

全国平均

64.8 5

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 ＋5ポイント ＋5ポイント ＋5ポイント

実績 ＋6.1ポイント

目標 ＋3ポイント ＋3ポイント ＋3ポイント

実績 ＋1.7ポイント

目標 3 3 3
実績 4.53
目標 77 77 77
実績 83.3
目標 65 65 65
実績 61.5

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
学力テスト平均点(中学
生)

点
全国平均
＋5ポイント

全国平均
＋7ポイント 国、数の平均点

②
学力テスト平均点(小学
生)

点
全国平均
＋3ポイント

全国平均
＋5ポイント 国、算の平均点

③
中学校不登校生徒出現
率

% 3 2 件数/全生徒

④
自己肯定感のある小学
生の割合

% 77 77.5
全国学力･学習状況調
査

⑤
将来の夢や目標のある
中学生の割合

% 65 67
全国学力･学習状況調
査

①

②

③

④

⑤

○第6次総合計画策定時点では、指標①学力テスト平均点(中学生)及び指標②学力テスト平均点(小学生)のR9中
間目標値とR14期末目標値を精華町の平均点としていたが、学力テストは実施年度によって難易度が異なるた
め、平均点の推移では年度比較ができないことから、各目標値を全国平均との点数差で表すよう改めた。
○指標①学力テスト平均点(中学生)の算式・引用等を国語、数学、英語の三教科の平均点としていたが、英語
は実施しない年度があるため、国語、数学の二教科の平均点に改めた。
○R5の精華町立小中学校の学力テストの平均点と全国平均を比較すると、中学校では+6.1ポイント、小学校で
は+1.7ポイントとなっており、中学校においては目標値を上回る結果であった。小学校においては全国平均を
上回ってはいるものの目標値には届いていないため、引き続き基礎学力の充実に関する取組を継続するととも
に、ICTを効果的に活用することで更なる授業改善に努めていく必要があるといえる。
〇不登校の出現率が微増傾向となっていることは課題である。しかし、令和5年度に各学校で別室登校の環境が
整備されたことにより登校を継続できた事例も複数あり、不登校の出現率を最小限に食い止める大きな手だて
となった。また、別室指導員との交流を通して心の安定が図られ、教室での学習を再開できたケースもあり、
教室と家庭をつなぐ居場所づくりに不可欠な存在であるといえる。
〇自己肯定感のある小学生の割合は、目標値と比較して+6.8ポイントであった。学校･家庭･地域の三者が連携
し、児童生徒の良さを認め、個性の伸長を図る教育を実践していることの成果であると考える。
〇将来の夢や目標のある中学生の割合は、目標値と比較して-3.5ポイントであった。現在行っているキャリア
教育を更に充実させ、現在の学びと将来の夢や目標がつながっていると実感し、夢や目標を持って学ぼうとす
る生徒を育てていくことが今後の課題である。

○個に応じたきめ細やかな指導や相談･支援が行える体制を継続させる。
○ICT･プログラミング教育推進委員会において、小中学校9年間で身につけさせたい力を明らかに
し、小中学校における授業改善を一層進める取組を行うことで、未来を生き抜く子どもたちの生き
る基盤となる資質･能力の育成を図る。
○教育支援室の機能を発揮させ、引き続き教育相談活動を継続させる。また、ホームページに不登
校相談に関する情報を掲載して情報発信を行う。
○令和6年度に改定した精華町教育大綱に沿って、教育のまちづくりを着実に推進する。
○学校運営協議会の運営を定着させ、全ての校区において地域と協力したコミュニティ･スクール活
動を展開させる。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 学校教育

施策 教育環境 教育支援室、精北小学校

川西小学校、山田荘小学校、東光小学校

精華台小学校、精華中学校

精華南中学校、精華西中学校

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 教育部・学校教育課

関連課
目標像

安全で安心できる学校教育施設が整備され、快適
な学校生活が送れ、新しい時代の学びを支える教
育環境が整備されています。

取り組み

「学校施設長寿命化計画」に基づく小中学校便所の洋式化とバリアフリーなどの改修を
進めるとともに、ＩＣＴ環境の最適化を図るなど、新しい教育方法に対応した教育環境
を整備します。また、中学校給食の実施により、小中連携して安全で安心して食べられ
るおいしい給食の提供を行うとともに、食育の推進を図ります。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 小学校管理運営事業
教育部・学校
教育課

53,526 60,553 58,156 63,564 223

2 小学校管理運営事業(繰越)
教育部・学校
教育課

112,056 105,500 113,088 106,903 229

3
都市機構立替施行償還事業
(小学校分)

教育部・学校
教育課

133,264 13,617 134,623 15,020 233

4 中学校管理運営事業
教育部・学校
教育課

26,555 31,135 31,185 34,146 235

5 中学校管理運営事業(繰越)
教育部・学校
教育課

0 85,309 0 86,712 239

6
都市機構立替施行償還事業
(中学校分)

教育部・学校
教育課

164,308 164,359 164,850 165,762 243

7 給食管理運営事業
教育部・学校
教育課

55,433 72,450 59,409 75,943 259

8
防災食育センター管理運営
事業

教育部・学校
教育課

0 51,264 0 54,355 263

9 防災食育センター建設事業
教育部・学校
教育課

66,758 110,171 68,935 113,262 261

10 防災食育センター関連事業
教育部・学校
教育課

137,366 34,517 139,543 37,608 263

○令和6年度の｢満足している｣、｢まあ満足している｣の回答は84.9%であり高水準と言える。｢重要で
ある｣、｢まあ重要である｣の回答は96.1%と更に高く、教育環境整備に対する住民ニーズの高さがう
かがえる。子どもたちの学びを支える教育環境整備を計画的に進めたい。

16.4 68.5 10.9

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度　教育環境 (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

61.2 34.9 3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度　教育環境 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 70 70 70
実績 54
目標 80 80 80
実績 81.3
目標 85 85 85
実績 79.7
目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 学校トイレ洋便器率 % 70 70
公立学校施設のトイ
レ状況調査

②
学校施設満足度(小中学
校保護者)

% 80 82.5 学校評価アンケート

③
通学路安全対策必要箇
所解消率

% 85 90
精華町通学路交通安
全プログラム

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○令和8年度までにすべての小中学校のトイレの洋式化及び乾式化を完了させる計画で進めており、
令和5年度においては精華南中学校(2年計画の1年目)と東光小学校(2年計画の1年目)と山田荘小学校
(3年計画の3年目)の工事を進めた。
○学校施設や設備についての満足度を保護者にアンケート調査したところ、目標値を達成してい
た。
○第6次総合計画策定時点では、指標③通学路安全対策必要箇所解消率のR9中間目標値を55%、R14期
末目標値を70%と掲げていたが、すでに目標値を達成したため、新たに目標値を設定し直した。
○令和3年度に実施した通学路の緊急合同点検により、新しい観点による多くの対策必要箇所が追加
されたため解消率が低下したが、各関係機関の取組により、令和5年度末までに解消率は大きく向上
した。

○トイレの洋式化及び乾式化の改修計画の最終年次である令和8年度まで着実に実施していく。
○学校施設長寿命化計画に基づき、優先度の高い施設･設備から、必要な予算の確保を行って改修等
を進める。
○今後もスクールヘルパー等の地域住民の力もお借りしながら、子どもたちの見守り活動を推進
し、学校、PTA、警察、道路管理者等の関係機関と連携して通学路の交通安全対策を進める。
○町内統一献立を活かし、小中学校及び防災食育センターが連携し学校給食を活かした食育を実施
する。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 生涯学習

施策 歴史・文化財

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 教育部・生涯学習課

関連課
目標像

多くの住民が地域の行事や史跡、神社仏閣など、
地域の歴史や文化に身近に触れることができま
す。

取り組み

町内の文化財を総合的・一体的に保存・活用することを目的として「精華町文化財保存
活用地域計画」を策定し、資料の収集や調査・研究、保存を進め、文化財の継承と積極
的な活用を図ります。また、デジタルミュージアムのコンテンツを拡充するとともに、
資料展示スペースの整備に取り組みます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 文化財保護事業
教育部・生涯
学習課

7,235 7,823 9,320 9,546 255

2 町内遺跡発掘調査事業
教育部・生涯
学習課

0 196 0 1,919 255

3

4

5

6

7

8

9

10

○満足度が8割以上であるものの重要度面で「あまり重要でない」(17.7%)が他と比較して高い。新
興住宅地の人口が増加したものの文化財の大半は既存集落に所在するため、文化財が身近でなく関
心を持ちにくい状況にあるとうかがえる。
○地域の歴史や文化に身近にふれることができることを目標像に掲げているものの、文化財の常設
展示がなく目に触れる機会がないことも身近に感じにくい一因と考えられる。

10.3 74.4 11.6

3.7
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  歴史・文化財  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

25.8 56.5 17.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度 歴史・文化財 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 400 200 200 200 200 200 
実績 131 80 136 114 
目標 75 75 75 
実績 62 
目標 20,000 38,000 60,000 70,000 70,000 70,000 
実績 37,085 56,021 77,398 58,434 
目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
歴史･文化財に関する講
演会参加者数

名 350 360
生涯学習課･文化財愛
護会調べ

② 文化財愛護会会員数 名 75 80 生涯学習課調べ

③
デジタルミュージアム
訪問者数

件 80,000 100,000
デジタルミュージアム
webサイトアクセス件数

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○講演会の参加者数は、毎回一定程度の参加が見込まれるものの、高齢者の参加が多く若年層の参
加が少ないことや、参加者の固定化が見られる。
○デジタルミュージアム訪問者数は、直近の令和4年度はコロナ過の巣ごもりを一因に大きく増加し
たと考えられ、令和5年度では減少に転じたが、それ以前からの経年では大きく増加している。小中
学校での授業での活用や、京都府デジタルミュージアムフォーラムへの加盟もアクセス数増加につ
ながっていると考えられる。
○文化財や町の歴史を身近に接する機会となるようデジタルミュージアムの展示(コンテンツ)数や
内容の工夫が必要となるが、そのための文化財資料の調査量等が膨大という課題がある。

○文化財は地域の特性や魅力を表す住民共通の財産であることから、住民の感じる重要度を増加さ
せるために、講演会を若年層にも興味をひきやすいテーマとするなど、広く文化財への興味関心を
引き出し身近に感じられる取り組みを検討していく。
○令和7年度に文化庁認定を目指して「精華町文化財保存活用地域計画」の作成を進め、文化財の確
実な保護・保存を図り、その活用を推進する。
○文化財展示会の開催や常設展示などにより、文化財を身近に感じてもらえる取組みを推進する。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 生涯学習

施策 文化活動

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 教育部・生涯学習課

関連課
目標像 住民が主体的に多様な文化活動を行っています。

取り組み

精華町文化協会など関係団体と連携し、各種の文化振興施策を展開するとともに、地域
学校協働活動など地域社会の教育力を高め、地域の文化活動の活性化を図ります。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 社会教育一般事務経費
教育部・生涯
学習課

8,429 11,381 14,146 16,715 245

2 社会教育委員関係経費
教育部・生涯
学習課

313 333 3,870 3,342 245

3 生涯学習支援事業
教育部・生涯
学習課

492 587 4,049 3,596 247

4 二十歳のつどい
教育部・生涯
学習課

783 681 4,340 3,690 247

5 青少年健全育成事業
教育部・生涯
学習課

5,971 6,067 9,528 9,076 247

6 精華まなび体験教室事業
教育部・生涯
学習課

184 463 3,741 3,472 249

7 文化振興事業
教育部・生涯
学習課

1,885 1,904 5,442 4,913 249

8 地域学校協働本部事業
教育部・生涯
学習課

2,054 2,220 5,611 5,229 249

9 子ども祭り事業
教育部・生涯
学習課

1,709 1,723 5,266 4,732 249

10

○満足度と重要度ともに肯定的割合が8割を超えているが、積極的に「満足している」「重要であ
る」との回答が少なく、「まあ満足している」「まあ重要である」の割合が他に比較して多いこと
から、いわゆる無関心層が多いようにうかがえる。

10.1 75.1 12

2.8
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  文化活動  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

24.7 59.4 15.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  文化活動 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 0 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 
実績 0 2,250 2,000 2,941 
目標 700 700 700 
実績 686 
目標 500 250 250 1,500 1,500 1,500 
実績 0 0 1,753 1,839 
目標 1,000 1,000 1,000 
実績 987 
目標 1,350 600 600 1,200 1,200 1,200 
実績 0 80 300 1,047 

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
精華町子ども祭り参加
者数

名 4,000 4,000 生涯学習課調べ

②
登録文化サークル会員
数

名 750 800 生涯学習課調べ

③
文化協会文化フェス
ティバル参加者数

名 500 500 文化協会調べ

④
文化協会合同美術工芸
展参加者数

名 1,000 1,000 文化協会調べ

⑤
精華まなび体験教室参
加者数

名 2,700 2,700 生涯学習課調べ

①

②

③

④

⑤

○｢精華町子ども祭り｣や「精華まなび体験教室」は、新型コロナウイルス感染症の5類移行により活
動が再開できたことで参加者数が増加した。
○「登録文化サークル会員数」については、コロナ禍によりサークルの解散が増加し、会員数も減
少傾向にある。
○｢文化協会文化フェスティバル｣の参加者数が令和5年度に増加しているが、これは令和4年度に行
われた文化協会設立20周年記念開催を機に、会場をむくのきセンターからけいはんなプラザに移
し、展示会を1日開催から6日開催としたことによる。

○人と人とのつながりを大切にすることの重要度認識を高めるため、地域社会の教育力向上、地域
の文化活動の活性化を図り、精華まなび体験教室や地域学校協働本部事業の内容も工夫し、参加者
数の増加や満足度向上に努める。
○住民が主体的に多様な文化活動を行っているという目標像のため、精華町文化協会主催の｢せいか
文化フェスティバル｣等の各種発表会や展示会など、住民主体の取組みを支援する。
○各種文化活動について、より多くの人に関心・興味を持ってもらえるよう精華町ホームページや
広報誌、公式SNS等で具体的な活動内容を広報していく。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 生涯学習

施策 スポーツ活動

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 教育部・生涯学習課

関連課
目標像

住民がむくのきセンターなど町内の体育施設を利
用し、健康増進や生きがいづくりのため、スポー
ツ活動を盛んに行っています。

取り組み

精華町スポーツ協会など関係団体と連携し、各種のスポーツ振興施策を展開するととも
に、健康増進やスポーツを楽しむ人のために、町立体育施設の適正な維持管理を行うと
ともに、屋外体育施設の改修整備を進めます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1
スポーツ推進委員会運営事
業

教育部・生涯
学習課

765 815 3,831 3,342 257

2 生涯スポーツ振興事業
教育部・生涯
学習課

5,872 6,581 8,938 9,108 257

3 学校開放維持管理事業
教育部・生涯
学習課

1,853 2,287 4,919 4,814 257

4 体育施設等運営事業
教育部・生涯
学習課

52,628 54,470 55,694 56,997 257

5
防災受援施設整備事業(繰
越)

教育部・生涯
学習課

0 20,879 0 23,406 259

6

7

8

9

10

令和6年度精華町まちづくりアンケートでは、スポーツ活動の重要度について、約20％の住民が｢あ
まり重要でない｣と答えており、スポーツによる健康増進の重要性について、理解を深めて頂く必要
性を認識している。

7.9 70.7 17.5

3.9
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  スポーツ活動  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

22.9 57.7 19.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度 スポーツ活動 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 95,000 190,000 190,000 190,000 230,000 230,000 
実績 128,653 163,488 212,149 225,374 
目標 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 2,800 
実績 2,535 2,623 2,608 2,678 
目標 4,000 6,000 6,000 6,000 6,000 7,000 
実績 4,622 4,863 6,190 6,844 
目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
町内スポーツ施設等利
用者数

名 165,000 170,000 生涯学習課調べ

②
登録スポーツクラブ会
員数

名 3,000 3,500 生涯学習課調べ

③
スポーツ事業等参加者
数

名 8,000 16,000 生涯学習課調べ

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○令和5年度においては、全ての指標において、前年度実績を上回ることが出来た。
○スポーツ施設の利用者数は、過去最高の数値となったが、事業参加者数については、同様ではな
い事や、むくのきセンタートレーニング室の利用者数の伸びが近年顕著であること（令和4年度
3,078件、令和5年度4,631件）などから、コロナ禍後においては、個人若しくは少人数グループでの
利用が増加していると考えられる。
○むくのきセンターアリーナについては、登録クラブなどの活動を中心に、高い稼働率で推移して
おり、一般利用が可能な時間帯が減少している。

○防災受援施設の建設を推進し、平時においては、打越台グラウンドの利用者をはじめとした、生
涯学習の場を創出する。
○老朽化が著しい体育施設については、現状の利用頻度や指定管理者による今後の事業計画等を踏
まえ、施設設置者の責務として、計画的な修繕等の対応を検討し、安定的な運営環境の確保に努め
る。
○スポーツ推進委員や関係団体のほか、指定管理者との連携による、スポーツ事業の取り組みを継
続的に振興する。
○NPO法人精華町スポーツ協会等関係団体との連携により、スポーツ事業等の情報提供に努め、健康
増進のために身近にスポーツに親しめる環境づくりを進める。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 生涯学習

施策 図書館

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 教育部・生涯学習課

関連課
目標像

多くの住民が知的活動の拠点として図書館を利用
しています。

取り組み

住民の教養を高め、調査研究、レクリエーション活動に必要な図書などを、収集、整理、保存するととも
に、広域個人貸出や京都府図書館総合目録ネットワークを活用した資料の取り寄せ、国立国会図書館関西館
との連携サービスなどを活用し、すべての住民が図書館（移動図書館含む）を利用でき、図書などの貸出が
増加する取り組みを行います。また、学校や関係団体との連携を深め、子どもの読書活動を推進します。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 図書館運営費
教育部・生涯
学習課

41,558 46,917 45,932 52,177 251

2 図書館維持管理事業
教育部・生涯
学習課

13,950 13,709 17,834 18,005 253

3 移動図書館車運行事業
教育部・生涯
学習課

3,767 4,398 7,651 8,694 253

4 図書等購入事業
教育部・生涯
学習課

11,553 12,037 15,437 16,333 253

5 読書推進事業
教育部・生涯
学習課

138 69 4,022 4,365 253

6
図書館長寿命化・利活用検
討事業

教育部・生涯
学習課

2,953 630 6,837 4,926 253

7

8

9

10

〇図書館には93.2％が「重要である」「まあ重要である」と答えているのに対し、満足度では
85.6％が「満足している」「まあ満足している」という統計に留まっている。これは利用者にとっ
て、図書館に対する期待度が高いことが伺える一方で、そこまでの利用者のニーズに応えられてい
ないことの表れであると推測される。

29.9 55.7 10.7

3.7
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度 図書館 (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

45.6 47.6 6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  図書館  (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

全国平均

4.81 3

全国平均

1.31 3

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 8.87 11.00 11.00 11.00 11.00 11.00 
実績 9.10 10.38 9.85 9.69 
目標 1.57 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 
実績 1.62 1.80 1.68 1.61 
目標 120,000 120,000 120,000 
実績 31,224 
目標 12,000 12,500 13,000 
実績 11,664 
目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
住民一名あたり図書館
資料貸出点数

点 11.00 11.50 
『図書館年鑑』貸出
点数/住民人数

② 蔵書回転率 － 2.00 2.20 
『図書館年鑑』貸出
点数/蔵書点数

③
図書館ホームページ年
間アクセス件数

件 130,000 150,000 生涯学習課調べ

④ 移動図書館貸出点数 点 12,000 13,000 生涯学習課調べ

⑤

①

②

③

④

⑤

○住民一名あたり図書館資料貸出点数と蔵書回転率の実績が、令和4年度と比較し低下している。こ
れは、令和5年度に新型コロナウイルス感染症が5類へ移行したことから、社会生活も活発化し、図
書館以外の選択肢が増えたことが原因の一つと考えられる。しかし、全国の同一人口規模自治体の
活動実績と比較した場合、上位水準に位置している。
○資料展示や図書館文学講座などの読書推進事業に取り組んだこと、移動図書館車による巡回や東
西連絡通路への本の返却ポストの設置に加えて、令和5年度にはライブラリーテラスを設置するなど
利用環境整備に努めたことは、利用促進につながったと考えられる。引き続き資料利用の実態把握
と資料要求の把握・分析に努めることで、さらなるサービスの向上を図り、またその基礎となる職
員の専門性の向上に努める必要がある。

○図書館は、生涯学習の拠点として、資料や情報、場を提供することによって、住民が自ら学び、
考え、行動できるよう、サポートする必要がある。
〇「子どもの読書環境整備5か年計画」に即して子どもの読書環境の整備を進め、学校、地域、家庭
と連携していく必要がある。
○各分野の基本図書、参考図書や郷土資料などを揃え、｢住民が主体のまちづくり｣に応えられる図
書館サービスを目指す。
○移動図書館車の効果的な活用や、新たな図書館サービスについて検討する。
○住民の多様なリクエストに応えられるよう、蔵書構成の点検や資料補強を定期的に行う。
○町民の幅広い層を対象とした行事や展示について、図書館の魅力を普及啓発するとともに、障害
者サービスについても継続的に取り組む。
○門脇文庫の発信を行う。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 人権尊重と多文化共生社会

施策 人権

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 住民部・人権啓発課

関連課
目標像

住民一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、多様性
を認め合える社会が実現し、いきいきと暮らせる
まちづくりが進んでいます。

取り組み

同和問題をはじめ、多種多様な人たちを取り巻く人権問題を解消するため、様々な機会
を通じて、人権に関する住民の意識啓発を推進するとともに、時代の変遷に伴い生じる
新たな人権課題に対しても、関係機関との連携を図りながら、住民一人ひとりの人権意
識の向上を図ります。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 人権啓発事業
住民部・人権
啓発課

1,295 1,873 8,569 9,103 119

2
人権啓発推進委員会運営事
業

住民部・人権
啓発課

1,177 1,497 8,967 9,378 121

3 社会を明るくする運動事業
住民部・人権
啓発課

123 116 6,897 6,773 121

4
人権センター運営事業(隣保
館事業)

住民部・人権
啓発課

2,673 4,137 11,530 13,295 121

5 地域交流促進事業
住民部・人権
啓発課

353 431 8,047 8,217 123

6 地域交流活性化支援事業
住民部・人権
啓発課

322 293 8,016 8,079 123

7
人権センター運営事業(児童
館運営管理事業)

住民部・人権
啓発課

33,794 828 42,823 10,236 141

8 隣保館デイサービス事業
住民部・人権
啓発課

703 759 8,397 8,545 123

9

10

○9割以上の住民が概ね重要と捉えていることは、住民にとっても本施策に対する期待が高いことの
あらわれだと受け止めている。
○満足度についても、満足傾向が約9割となっており、多くの住民から概ね満足を得ていると考えら
れるが、約1割の方が不満傾向を回答しているため、より多くの皆さんに満足いただけるような施策
に取り組む必要がある。

14 74.6 7.9

3.5
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度 人権 (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

46.3 46.5 7.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  人権  (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 40 40 40 
実績 43.2 
目標 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 
実績 1,474 1,496 1,350 1,512 
目標 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 
実績 897 1,815 1,939 1,854 
目標 15 15 18 
実績 3 
目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 人権に対する関心度 % 40 60
人権啓発課関連イベ
ントアンケート調べ

②
人権センター交流会館
利用者数

名 2,000 2,500 来館者実績

③
人権センター児童館(教育
集会所含む)利用者数

名 2,500 3,000 来館者実績

④
人権相談の延べ相談者
数

名 20 24 人権啓発課調べ

⑤

①

②

③

④

⑤

○人権講演会などの事業にあわせて実施したアンケートの回答では、43.2%の人が「非常に関心があ
る」と回答しており、指標目標を達成している。なお、50.4%の人が「やや関心がある」と答えてい
るため、こうした人の関心度を高めるとともに、関心度が低い傾向がある人にも関心を持ってもら
えるように取り組んでいく必要がある。
○交流会館及び児童館の利用者数は、新型コロナウイルス感染症の5類移行に伴い回復傾向にある
が、感染拡大前の状況までの回復には至っていない。
○令和5年度の相談件数が目標値を下回っているため、要因を分析するとともに、相談実施に関する
PRに努める必要がある。

○様々な機会を通じ、人権啓発や相談事業を実施するとともに、住民交流を促進する事業を展開す
ることで、住民・地域社会とともに住民一人ひとりの尊厳と人権が尊重され、多様性を認め合える
社会の実現に向けて取り組みを進める。
○各種啓発事業を継続するにあたっては、「障害者差別解消法」、「ヘイトスピーチ解消法」、
「部落差別解消推進法」の人権三法について、法の趣旨などを含めた取り組みの研究を進めるとと
もに、新たな人権課題についても研究を進める。
○現在の「精華町第2次人権教育･啓発推進計画」は、令和8年(2026年)度末に終了を迎えるため、令
和7年度からの計画策定に向けて、調査・研究を進める。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 人権尊重と多文化共生社会

施策 男女共同参画

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 住民部・人権啓発課

関連課
目標像

誰もが互いに人権を尊重しつつ、家庭や社会において
責任を分かち合い、性別に関わりなく個性や能力を発
揮できる男女共同参画社会が実現しています。

取り組み

様々な分野で活動している住民、関係団体、事業者などと協働しながら、「精華町男女
共同参画計画」を推進し、特に女性の社会進出に不可欠なワークライフバランスの普及
啓発に取り組みます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 男女共同参画社会推進事業
住民部・人権
啓発課

6,250 7,372 10,417 11,548 119

2

3

4

5

6

7

8

9

10

○男女共同参画住民満足度については住民の約86.4％がおおむね満足していおり、重要度について
も住民の90.4％が概ね重要と回答している。○令和5年度に実施した精華町男女共同参画に関する意
識・実態調査での男女平等の達成状況の集計結果では、「十分平等になった」「ある程度平等に
なった」の合計は44.1％で、「あまり平等になっていない」「全然平等になっていない」の合計は
45.6％であった。高い数値が得られた満足度とは反対に、平等より不平等であると感じている方が
多いという結果となったた。平等になったと感じる人が増加するよう、男女共同参画に関する啓発
活動を引き続き実施することが必要である。

11.1 75.3 10.3

3.3
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  男女共同参画  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

35.2 55.2 9.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度 男女共同参画 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

京都府内市町村平均値

0

京都府内市町村平均値

0

京都府内市町村平均値

0

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 40 40 40 40 40 40
実績 34.9 33.7 36.7 36.1
目標 144 144 144 200 200 200
実績 116 193 164 244
目標 191 191 191 200 200 200
実績 53 85 84 106
目標 30 30 30 20 20 20
実績 16.7 16.3 18 18
目標 10 10 10 27 27 27
実績 22.2 25 40 89

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 審議会等女性割合 % 40 45 人権啓発課調べ

②
精華町こころの相談室
利用件数

件 200 240 人権啓発課調べ

③
人権啓発講座･関連事業参加
者数(男女共同参画関連のみ) 名 200 250 人権啓発課調べ

④
女性の管理職員割合(課
長級以上)

% 20 25
内部調査・男女共同
参画進捗状況調べ

⑤
男性職員の育児休業取
得割合

% 27 30
内部調査・男女共同
参画進捗状況調べ

①

②

③

④

⑤

○行政の附属機関である審議会等の意思決定に際し、女性の視点による意見等の反映が重要である
ことから、女性が所属する審議会等の割合を上げていく必要がある。令和2年度の34.9％と比べて緩
やかに増加傾向ではあるが、目標の40％には届いていない状況である。既に女性が所属する審議会
等については、構成割合を少しでも上げられるよう努める必要がある。
○｢精華町こころの相談室｣は、多種多様な悩みに対応できるよう、子育て支援課、社会福祉課、高
齢福祉課、健康推進課、人権啓発課の5課の総合的な相談事業として実施している。DV相談を始め、
関係各課及び機関との連携が必要なケースについては、速やかに情報共有や連携を行っている。本
事業は広報誌やホームページ等を活用し、周知を図るとともに、継続的な相談や、他の相談機関で
は対応が困難な生き方･対人関係等の心理的･精神的な悩みの受け皿にもなっている。近年の相談
ニーズの高まりに対応し、補助金を活用し相談回数を拡充した結果、相談件数の増加に繋がった。
○女性の管理職員割合は、目標値の達成には至っていないものの、徐々に増加している。
○男性職員の育児休業取得割合は年々向上しているが、取得しやすい職場環境や制度の周知に加
え、職員一人ひとりの意識の醸成が引き続き必要である。

○DV被害者支援について、庁内関係課及び警察や家庭支援総合センター等の外部関係機関との連携
を強化する。
○町行政組織内の男女共同参画推進のため、職員を対象とした会議や研修等を継続して実施してい
く。
○男女共同参画社会は、女性だけの課題ではないため、誰もが参加しやすく性別や年齢等にとらわ
れない啓発や講座を研究する。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 未来をひらく教育と文化のまちづくり

基本計画 人権尊重と多文化共生社会

施策 国際交流・平和 総務部・自治振興課

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 総務部・企画調整課

関連課
目標像

様々な国籍や文化の違いを認め合う多文化共生社
会が実現し、誰もが平和で安心して暮らしやすい
まちになっています。

取り組み

国際交流団体と協働して国際交流の促進や外国人住民の生活支援などに取り組みます。
「精華町非核・平和都市宣言」の趣旨を踏まえ、平和の尊さを感じる機会づくりに取り
組みます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 国際交流推進事業
総務部・企画
調整課

4,597 4,835 8,537 9,635 73

2 非核平和都市宣言推進事業
総務部・自治
振興課

102 102 2,811 2,817 73

3

4

5

6

7

8

9

10

○満足度･重要度ともに8割を超えており、一定程度の評価をいただいているものと受け止める。た
だし、満足度については、｢満足している｣と回答した割合が約11%と低いため、住民が本施策の効果
をより実感してもらえるような国際交流の促進や平和の尊さを感じる機会づくりを進める必要があ
る。

11.6 74.9 10.5 3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度 国際交流・平和  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

30.8 57.8 11.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  国際交流・平和 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 65 70 75 
実績 63 
目標 70 96 98 
実績 94 
目標 3,000 3,000 3,000 2,500 2,500 2,500 
実績 693 1,005 1,227 1,857 
目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
せいかグローバルネッ
ト会員数

名 80 90 企画調整課調べ

②
外国人による国際交流
事業の満足度

% 100 100 企画調整課調べ

③ 平和祭典参加者数 名 2,700 2,900 自治振興課調べ

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○せいかグローバルネットとの共催事業である各種国際交流事業については、事業内容と参加者数
ともにコロナ禍前の水準に戻ってきており、参加者からも好評を得ている。一方で、せいかグロー
バルネットの会員数は若干の減少がみられることから、非会員に向けて団体の活動を周知し、会員
数の増加を図っていく必要がある。
○国際交流事業に参加した外国人に対するアンケート結果は、｢満足している｣が9割を超えており、
一定の成果が出ているものと受け止める。一方、国際交流事業の取り組みを知らない外国人住民も
多いと思われるため、事業の周知により参加促進につなげていくことが課題である。
○第6次総合計画策定時点では、指標②外国人による国際交流事業の満足度のR9中間目標値を60、
R14期末目標値を70と掲げていたが、すでに目標値を達成したため、新たに目標値を設定し直した。
○平和祭典の参加者数については、未だコロナ禍前の状態までは回復していないが、増加傾向にあ
る。

○引き続き国際交流員の任用やせいかグローバルネットとの共催による各種国際交流事業の実施に
より、多文化共生社会づくりや、国際理解･交流の促進、外国人住民の生活支援に取り組む。
○各種国際交流事業やせいかグローバルネットの活動の周知に努めることで、参加者や会員数の増
加を図る。
○令和7年度にノーマン市との姉妹都市提携20周年を迎えることから、ノーマン市との連携·交流を
深める取り組みを検討する。
○非核平和都市宣言推進では、引き続き戦争の悲惨さや平和の尊さを訴える取り組みを行うため、
精華町平和祭典で実施したアンケート結果を参考に幅広い年代に参加していただけるような企画を
検討し、平和に対する意識高揚を図る機会づくりに取り組む。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 住民協働と行財政運営の強靭化のまちづくり

基本計画 住民協働・コミュニティ

施策 公共的活動支援

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 総務部・自治振興課

関連課
目標像

多様な世代が主体となった持続可能な公共的活動
が町内各所で活発に行われています。

取り組み

住民主体の持続可能な公共的活動を盛んにするため、地域公共人材の育成や、公共的活
動を支援します。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1
きれいなまちづくり運動推
進事業

総務部・自治
振興課

350 350 2,242 2,101 73

2 公共的活動推進事業
総務部・自治
振興課

422 474 2,314 2,385 75

3

4

5

6

7

8

9

10

○公共的活動支援に関しては、重要度比率は91.5％と非常に高く、満足度比率も85.8％と高い水準
にあるものの、今後も満足度向上につながる施策の推進が必要である。
○地域コミュニティ活動活性化のために、引き続き既存の様々な公共的活動団体を支援するととも
に、新たな活動団体発足や人材育成を推進する必要がある。

8.9 76.9 10.1

4.1
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  公的活動支援  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

30.8 60.7 8.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度 公的活動支援 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 270 270 270
実績 248
目標 16 16 16
実績 16
目標

実績

目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 公共的活動団体数 団体 265 270 自治振興課調べ

②
公共的活動支援対象事
業申請件数

件 11 13 自治振興課調べ

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○公共的活動団体数は高齢化による活動中止等による減少も今後予想されるため、継続した人材育
成等が必要である。
○自治会等のコミュニティ組織に対して支援制度の周知や申請支援を行うことで、住民の公共的活
動に対する助成金確保のためのコーディネート機能を果たすことができている。引き続き支援を行
うためにも、各種助成制度について、継続的にコミュニティ組織に対し情報を周知していく必要が
ある。なお、第6次総合計画策定時点では、指標②公共的活動支援対象事業申請件数のR9中間目標を
11件、R14期末目標値を13件と掲げていたが、すでに目標値を達成したため、新たに目標値を設定し
直した。

○人口減少時代において、住民と行政が協働して地域課題を解決するため、「せいかまちづくり
塾」をはじめ公共人材育成の取り組みを継続する必要がある。
○各種助成制度について、継続的に自治会等コミュニティ組織に対し情報を周知していく。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 住民協働と行財政運営の強靭化のまちづくり

基本計画 住民協働・コミュニティ

施策 コミュニティ・交流連携

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 総務部・自治振興課

関連課
目標像

各行政区では時代に即した形で活発な自治会活動が行われ、小
学校区においては自治会や公共的活動団体の交流・連携が活発
に行われ、地域課題の解決に取り組んでいます。

取り組み

地域の実情を踏まえた参加しやすい活発な自治会づくりを支援します。また、各自治会
や公共的活動団体の交流・連携を促し、地域課題の解決にあたって、協働できる場づく
りを小学校区単位で進めます。

事業名 所管課
決算額
＜千円＞

人件費含む決算額
＜千円＞

決算書
ページ

数

1 集会所管理事業
総務部・自治
振興課

28,814 30,576 33,022 35,301 69

2
コミュニティーホール運営
事業

総務部・自治
振興課

3,443 3,108 6,260 5,019 73

3 自治会等関係経費
総務部・自治
振興課

17,561 17,868 21,686 22,512 83

4
自治会エネルギー価格高騰
対策支援事業

総務部・自治
振興課

0 1,265 0 5,909 91

5
コミュニティ助成事業(一般
コミュニティ助成事業分)

総務部・自治
振興課

2,100 7,200 3,992 8,951 75

6

7

8

9

10

○コミュニティ・交流連携に関しては、重要度比率が88.2％に対して、満足度比率も83.2％といず
れも高い水準にあり、高い「住民力」があるものと考える。
○一方で、自治会加入率の低下にも現れているとおり、地域コミュニティ活動の縮小化が社会的課
題となっており、自治会活動や各種団体をはじめとした地域コミュニティ活動の活性化を推進する
必要がある。

7.9 75.3 13.7

3.1
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度 コミュニティ・交流連携  (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

28.8 59.4 11.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度 コミュニティ・交流連携 (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

京田辺市

65.4 5

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)

目標 90 90 90 80 75 75

実績 76.7 76.3 76.4 73.2

目標 36 36 36

実績 35.8

目標 81.08 81.08 81.08

実績 81.08

目標 18 18 18

実績 16

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値

他団体比較
団体名/実績/年度

算式・引用等

① 自治会加入率 % 78 80 自治振興課調べ

②
地域コミュニティ活動へ主体
的に参加している人の割合

% 37 39
住民アンケート(企画
調整課調べ)

③ 地区集会所耐震化率 % 83 89 自治振興課調べ

④
せいか祭りへの公共的
活動団体出展数

団体 19 21 自治振興課調べ

⑤

①

②

③

④

⑤

○自治会加入率については、各自治会の活動が基盤となり、様々な活動を通じて地域力向上に繋
がっており、住みよいまちづくりを進めることができている。また、積極的な活動により高い加入
率が維持されている自治会がある一方で、高齢化等の社会情勢の変化により、現状の加入率維持が
困難な自治会も出てきており、自治会連合会と協力した全町的な対応とともに、各自治会の事情に
即した対応検討が必要となっている。
○地域コミュニティ活動へ主体的に参加している人の割合については、４割近くの人が主体的に参
加されているが、今後も活動を継続していくためには更に参加者を増加させる必要がある。
○集会所の耐震化については、地元準備や協議、設計建設と、一定の期間を要するものであるた
め、中長期的に継続して取り組む必要がある。
○せいか祭りへの公共的活動団体出展数については一定数の継続した出展はあるが、新たな交流を
発生させるためにも所管課を通じて出展を募る必要がある。

○まちづくりの基礎単位である自治会を支援しながら、自治会連合会等での議論を踏まえ、小学校
区単位のコミュニティ圏域の形成を醸成する。
○小学校区単位でのコミュニティ活動においては、併せて活動拠点の構築が必要となる。
○自治会退会者の増加の一因となっている自治会役員の負担を軽減するため、町から依頼している
事務等について見直しを進める。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 住民協働と行財政運営の強靭化のまちづくり

基本計画 行財政運営・行政サービス

施策 行政経営 総務部・総務課、総務部・財政課

総務部・自治振興課、総務部・入札契約室

住民部・税務課、住民部・総合窓口課

住民部・会計課

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 総務部・企画調整課

関連課
目標像

学研都市の中心自治体として高度な都市運営を図
るとともに、強固な行財政基盤が確立し、多様な
行政需要に柔軟に対応しています。

取り組み

学研都市を活用した新たな産業集積や人口定着などによる持続可能な行財政基盤の確立
に加えて、多様な行政需要に対応できるよう職員の専門性向上などを図ります。また、
総合計画の進捗管理に住民も関わり、行政各分野において、行政と住民相互の連携・協
力を基本としたまちづくりを進めます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 秘書業務等事務経費
総務部・企画
調整課

839 898 5,188 4,734 57

2
一般管理費事務経費（総務
課）

総務部・総務
課

22,949 31,883 49,312 61,433 57

3 職員研修事業
総務部・総務
課

1,810 3,580 53,225 90,078 59

4 文書広報関係経費
総務部・総務
課

6,566 6,851 13,382 14,009 63

5 財政管理経費
総務部・財政
課

68,703 85,711 106,673 122,564 63

6 庁舎維持管理事業
総務部・総務
課

103,328 108,993 110,553 119,522 67

7 企画費事務経費
総務部・企画
調整課

2,046 1,489 4,423 6,289 71

8 庁舎長寿命化利活用事業
総務部・総務
課

14,174 34,370 18,126 41,491 67

9
一般管理費事務経費（自治
振興課）

総務部・自治
振興課

183 183 1,257 1,290 59

10 総合計画進行管理事業
総務部・企画
調整課

0 3,936 0 16,066 75

○本施策については、住民に直接貢献する施策というよりは、企画・財政・人事・税務・会計と
いった間接的機能の要素も多く含まれるため、住民にとって直接効果を実感することが難しいと考
えられるが、重要度が9割を超えているのに対して、満足度が7割と低い。そのため、財政公表資料
の｢予算のあらまし｣｢決算のあらまし｣での丁寧な説明に加えて、総合計画進行管理事業の一環で実
施する｢有識者会議｣や｢まちづくりフォーラム｣を通して、町の行政経営について住民に関心を持っ
てもらい、広く知ってもらえるよう取り組みを継続する。

7.9 62.6 22.1 7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  行政経営   (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

54.3 42.4

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  行政経営  (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

府内町村平均

0.47 4

府内町村平均

8.2 4

府内町村平均

29.9 4

木津川市

5.2 5

木津川市

127 5

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 0.75 0.75 0.75 0.77 0.79 0.8
実績 0.749 0.732 0.717 0.700
目標 10.5 10.1 9.6
実績 10.2
目標 115 80 75 67 59 51
実績 82 55.1 42.9 33.2
目標 7.29 7.32 7.32 7.3 7.3 7.3
実績 6.67 6.69 6.71 6.86
目標 90 90 90 90 95 95
実績 39 90 114 95

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

① 財政力指数(3か年平均) － 0.816 0.9
地方交付税算定台帳
数値

②
実質公債費比率(3か年
平均)

% 9.2 6.4 財政健全化法数値

③ 将来負担比率 % 45.2 35.2 財政健全化法数値

④
住民千名あたり職員数 
(普通会計)

名 7.3 7.6 職員数/住民*1000

⑤
京都府市町村振興協会
主催研修参加人数

名 100 110 受研者数

①

②

③

④

⑤

○財政力指数は、基準財政収入額の伸び以上に、基準財政需要額が増加したため、若干低下してい
る。
○実質公債費比率は10.2％と、公団立替施行により整備した各施設の償還が進んだことなどから減
少傾向を保っている。
○将来負担比率は42.9%から33.2%と良化しており、要因としては、地方債残高や、公団立替施行償
還残高が減少したことに加え、充当可能基金や、標準財政規模が増加したことによるものである。
○基礎自治体を取り巻く社会情勢の変化、多様化·複雑化する行政需要に対応するため、不足する中
堅世代と専門職を中心に必要となる人材の確保に努めた。
○研修の受研や職員派遣により、職員として必要な基礎的能力の習得や専門知識の涵養と実践力の
育成を図ることができた。

○学研都市の中心自治体として高度な都市運営を図れるよう、学研地区の施設用地を活用した企業
誘致の推進により、税収の確保を図り、強固な行財政運営を目指す。
○多様化する住民ニーズを把握して効果的な行政サービスを提供するために、必要な人材の確保に
努めるとともに、研修等により職員の専門性を高め、時勢に合った行政サービスの提供を図る。
○総合計画の進行管理については、行政評価の推進によるPDCAサイクルを確実に行い、既存事業の
見直しや新たな事業の立案を行うことで、総合計画に掲げる目標実現などにつなげる。
○さらに、「住民モニタリング調査」や、「まちづくりフォーラム」などを通して、住民にも町の
まちづくりに関わっていただく機会づくりに努め、行政と住民相互の連携･協力の体制を築いてい
く。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 住民協働と行財政運営の強靭化のまちづくり

基本計画 行財政運営・行政サービス

施策 窓口サービス

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 住民部・総合窓口課

関連課
目標像

多様化する住民ニーズに応え、誰もが満足できる
窓口サービスを展開しています。

取り組み

住民ニーズに沿った「総合窓口」サービスを展開するとともに、各種相談窓口の拡充を
図るなど、住民本位の便利で効率的な窓口を提供します。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1
住民基本台帳ネットワーク
事務事業

住民部・総合
窓口課

6,183 6,295 14,726 16,235 95

2 戸籍住民登録事務事業
住民部・総合
窓口課

13,577 12,813 33,566 32,399 97

3
戸籍住民登録事務事業(繰
越)

住民部・総合
窓口課

0 5,695 0 9,741 101

4 在留関連事務事業
住民部・総合
窓口課

26 26 3,663 4,340 97

5 総合窓口
住民部・総合
窓口課

14,103 11,260 39,252 37,149 97

6
桜が丘・狛田地区証明発行
事業

住民部・総合
窓口課

2,546 2,659 7,001 6,973 99

7 国民年金一般事務経費
住民部・総合
窓口課

794 771 19,690 19,264 129

8 マイナンバー事務事業
住民部・総合
窓口課

17,380 12,598 41,701 36,366 99

9 コンビニ交付事業
住民部・総合
窓口課

9,493 9,999 17,218 17,528 99

10

○本施策は、町行政の「顔」ともなりうる窓口におけるサービスを提供することから、本町に対す
る住民心象を決めるきっかけとなるものであり、その住民満足度や重要度は他の施策と比べてもよ
り直接的な意味合いを含んでいることは明らかである。精華町まちづくりアンケート結果において
も窓口サービスが重要と捉える回答が96％を超えており、住民からの高い期待がある一方、満足度
は86％と更に向上する余地があると考えられることから、その期待に応えるために住民ニーズや時
代に応じた窓口サービスのあり方を追求する必要がある。

22.3 64.2 7.95.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度  窓口サービス (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

53.5 42.6

3.9
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度 窓口サービス (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 92 92 92 92 92 92
実績 83 82 88 87.5
目標 40 70 100 90 90 90
実績 36.3 51.4 74.8 78.6
目標 40 50 60 60 60 60
実績 16.6 26 35 47.8
目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
職員対応が良いと感じ
ている住民の割合

% 92 95 窓口アンケート結果

②
マイナンバーカード所
有率

% 100 100
マイナンバーカード所有者数/町民人口

※R4までの実績は交付率・R5以降の実績

は所有率

③ コンビニ交付の利用率 % 50 70
コンビニ交付発行部数/コ
ンビニ交付で発行可能な
証明書総発行部数

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○職員の対応については、総合窓口課が実施する窓口アンケートから｢良い｣と答えた方の割合が
87.5%と令和4年度と変わらずほぼ横ばいであった。今後も研修等により窓口スキルの向上を一層
図っていく。また、職員の対応に偏りが出ないよう接客支援システムを活用しているが、当該シス
テムに格納されるシナリオを法改正等に応じて随時更新していく必要がある。
○マイナンバーカードについては、個別訪問による出張申請の実施、特設窓口の常設化、休日窓口
の継続など取得促進に努めた結果、所有率は人口比78.6％と京都府内市町村では二位となってい
る。国が掲げる「ほぼ全ての国民」への普及を目指し、マイナンバーカードのPR実施など、さらな
る所有率向上に努める必要がある。
○コンビニ交付の利便性について、窓口での声掛けや華創、HP等により継続的にPRすることで、そ
の利用率は着実に増加傾向にあり、令和4年度から12.8ポイント増加した。今後も窓口の混雑緩和、
更なる利便性向上のため、コンビニ交付の有用性について継続したPR展開が必要である。

○接客支援システムを活用して、窓口サービス水準を一定に保ちつつ、各職員の持つスキルを窓口
業務研修等を実施することで向上・平準化させ、窓口サービスの質を高めていく。
○マイナンバーカードの所有率を更に向上させるため、個別訪問による申請補助サービスや休日の
申請窓口を設け、マイナンバーカードが取得しやすい環境づくりを進めていく。また、法に基づく
マイナンバー及びマイナンバーカードの独自利用の可能性について調査研究し、カード取得のメ
リット感を創出していく。
○コンビニ交付の利便性を華創やHP、窓口において継続してPRすることで、より多くの方に認知い
ただくとともに、機器操作に苦手意識がある方に、庁舎内端末を利用し丁寧に操作方法等を説明す
ることで、コンビニ交付の更なる利用拡大を進めていく。
○年金分野においては、社会保険オンラインシステムを活用し、納付に関する案内や相談窓口を設
け、住民皆年金を目指していく。
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1.＜施策の概要＞

基本構想 住民協働と行財政運営の強靭化のまちづくり

基本計画 行財政運営・行政サービス

施策 情報 総務部・企画調整課

2.＜施策を構成する主な事業＞

R 4(実績) R 5(実績) R 4(実績) R 5(実績)

3-1.＜住民満足度・重要度の推移＞

3-2.＜住民満足度・重要度を踏まえた現状認識＞

統括課 総務部・デジタル推進室

関連課
目標像

誰もがデジタル技術を活用した行政サービスを利
用しています。

取り組み

強固なセキュリティ基盤に立脚した各種情報通信やコンピュータシステムを運用し、学
研都市にふさわしい高度な住民サービスを提供します。また、誰もが情報化の恩恵を享
受できるよう、住民主体の支援組織と連携した技術的支援に取り組みます。

事業名 所管課
決算額

＜千円＞
人件費含む決算額

＜千円＞
決算書
ページ
数

1 広報誌・刊行物発行事業
総務部・企画
調整課

17,638 18,457 29,269 35,154 61

2 地域密着型情報化推進事業
総務部・デジ
タル推進室

20 71 3,466 3,522 75

3
情報処理システム管理運営
事業

総務部・デジ
タル推進室

11,516 14,748 15,417 24,120 79

4
情報処理システム管理運営
事業(繰越)

総務部・デジ
タル推進室

0 2,156 0 3,920 83

5 庁内パソコン整備事業
総務部・デジ
タル推進室

0 4,006 0 12,280 79

6 各種電算システム関連事業
総務部・デジ
タル推進室

123,272 136,311 128,742 140,781 81

7 情報通信基盤管理運営事業
総務部・デジ
タル推進室

27,882 35,062 31,709 37,630 81

8
総合行政ネットワーク管理
運営事業

総務部・デジ
タル推進室

1,278 1,276 3,061 2,638 81

9 マイナポイント関連事業
総務部・デジ
タル推進室

1,582 1,228 2,711 4,063 81

10 庁内デジタル化推進事業
総務部・デジ
タル推進室

0 99,678 0 104,227 89

○学研都市精華町において、地域情報化や行政情報化などの情報化施策は、特に重要な位置づけで
あるため、住民の9割以上が概ね重要と捉えていることは、住民にとっても学研都市に対する情報化
への期待度が高いことの現れだと受け止めている。
一方で、満足度については、満足傾向が約75％に対して、不満傾向が約25％となっているため、今
後においては、学研都市にふさわしい高度な情報化を目指し、その成果を住民がより享受できるよ
うな施策を検討する必要がある。

11.6 65.5 17.7 5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

満足度 情報 (SA)

満足している まあ満足している

やや不満である 不満である

48.9 48

3.1
0% 20% 40% 60% 80% 100%

R6

重要度  情報  (SA)

重要である まあ重要である

あまり重要でない

4-1.＜指標の設定＞ ※第6次総合計画から新たに設定した指標については、R5以降のみ記載

R 2(実績) R 3(実績) R 4(実績) R 5(実績) R 6(試算) R 7(試算)
目標 90 90 
実績 88.7 
目標 41,000 42,000 
実績 40,237 
目標 70 70 
実績 65.6 
目標

実績

目標

実績

4-2.＜指標から読み取れる成果と課題＞

5.＜施策の今後の方向性＞

指標 単位
R9

中間目標値
R14

期末目標値
他団体比較

団体名/実績/年度
算式・引用等

①
広報誌「華創」を見る
人の割合

% 90 95
住民アンケート（企
画調整課調べ）

②
行政内部決裁の電子決
裁件数

件 デジタル推進室調べ

③
Web会議ブースにおける
利用率

% 100 100 デジタル推進室調べ

④

⑤

①

②

③

④

⑤

○「精華町に関する情報を主にどこから得ていますか。」という問いに対し、約9割の人が精華町広
報誌「華創」と回答しており、広報誌が住民の主な情報源となっている。町政や住民サービス、イ
ベントなどの情報を、より多くの方に、わかりやすく正確に伝えるため、誌面の構成やデザインな
どの工夫が必要である。
また、スマートフォンアプリ「マチイロ」の活用によるデジタル広報誌を周知することで、より多
くの人に広報誌「華創」を読んでもらえるよう努める必要がある。
○令和5年1月から電子決裁システムの本格運用を開始し、令和5年度においては4万件以上の行政文
書が電子決裁システムにより決裁されるなど、内部事務のデジタル化の推進により大幅なペーパー
レス化を実現した。
○新型コロナウイルス感染症の感染対策を契機にWeb会議が全国的に急速に普及し、本町においても
Web会議ブースを常設しているが、新型コロナウイルス感染症が収束した令和5年度においても年間
稼働率が65％に達するなど有効活用されている。

○広報誌は、読者にとって読みやすく、幅広い世代の人に手にとって読んでもらえるような魅力あ
る誌面づくりに加えて、スマートフォンアプリ「マチイロ」などのデジタル媒体のより一層の活用
を図る。また、ホームページやSNSと連動した情報発信を行うことで、より多くの人に、情報を届け
られるように努める。更に、ホームページは、アクセシビリティの向上により、誰でも容易に情報
を取得できるページ作成に努める。
○自治体DXを推進し、内部事務においてはAIをはじめとするデジタル技術の活用により、業務の自
動化や効率化を図るほか、住民サービスにおいては、オンライン申請や窓口サービスのデジタル化
により、利便性向上を図る。
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